












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































副産物（＝産業廃棄物）I■■■■■ I■■■■■■■ ○副産物のリサイクル対策の強化 可
･副産物の原材料として再利用を
計画的に推進 。
｢－－Ｆ￣ 
製造，加工，販売，修理などの各段階において
①廃棄物の発生抑制，②部品等の再使用，③リサイクルによる総合的な取組を実施
｢資源の有効な利用の促進に関する法律」
途亟
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律」と改めた。この法律は，製品対策と副産物（産業廃棄物）対策とで構
成されている。
（１）製品対策
廃棄物の発生抑制対策を推進するため，使用後に廃棄される量が多いな
どの要件を満たす製品を指定し，その製品の省資源化・長寿命化を図る設
計・製造や修理体制の充実，アップグレードに対応した設計などを事業者
に義務づけた。対象として想定されるのは，自動車，パソコン，大型家具，
ガス・石油機器，ぱちんこ台，家電などである。
また，部品等の再使用対策を推進するため，使用後に廃棄される量が多
く，部品等の再使用が可能であるなどの要件を満たす製品を指定し，部品
等の再使用が容易な製品設計・製造を行うことや，回収した使用済み製品
から取り出した部品等を新たな製品において再使用することなどを事業者
に義務づけた。対象として想定されるのは，自動車，パソコン，複写機，
ぱちんこ台などである。さらに，製品の回収・リサイクル対策を推進する
ため，使用後に廃棄される量が多く，事業者による効率的な回収・リサイ
クルが可能であるなどの要件を満たす製品を指定し，回収・リサイクルす
ることを事業者に義務づけた。この対象として想定されるのは，パソコン，
二次電池などである。
既に表示を義務づけているスチール缶，アルミ缶，ペットポトルに加え，
分別回収のための表示義務対象に，プラスチック容器包装・紙製容器包装
を追加した。
（２）副産物（産業廃棄物）対策
産業廃棄物の最終処分量の削減に資するため，工場等で発生する副産物
(スラグ，汚泥等）について，生産工程の合理化等による副産物の発生抑
制対策と発生した副産物の利用促進によるリサイクル対策に事業者自らが
計画的に取り組むことを義務づけた。対象として想定されるのは，鉄鋼業，
紙・パルプ製造業，化学工業，非鉄金属製造業などである②
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図９資源有効利用促進法のスキーム
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(丁璽i諏棗〕
リサイクル対策（原材料としての再利用）を強化するとともに，廃棄物の発生抑制対策及び
部品等の再使用対策を新たに導入。
(Ｔ訂颪赤同棗〕
工場で発生する副産物（＝産業廃棄物）の発生抑制対策とリサイクル対策（原材料としての
再利用）を推進。
副産物の発生抑制・リサイクル対策
◎事業者が副産物の発生抑制・リサイクル対策に係る計画を策定
◎具体的には，生産工程の合理化，副産物の原材料としての再利用等
(注)：亡>で囲んだものは法改正により新たに創設又は強化する対策
出典：クリーン・ジャパン・センター
③廃棄物の処理及び清掃に関する法律の改正（改正廃棄物処理法）
排出事業者に最終処分までの確認を義務付けるなどの，処理責任の徹底
と産業廃棄物の規制強化実施が盛り込まれている。
産業廃棄物の適正処理に関する都道府県の役割が示され，公的関与によ
る産業廃棄物処理施設の整備促進の方向が打ち出されている。排出事業者
再生資源利用促進法（リサイクル法）の改正による新たなスキーム
分別回収
分別回収の表示＞ 、
◎従来のスチール缶，ア
Ｌ 
ルミ缶 ペットポトル
に加え，紙製・う゜ラス
チック製容器包装に表
示の義務付けを追加 ’ 雪i蕊
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責任の徹底について，1991年の法改正において制度化された多量排出事
業者（多量の産業廃棄物を排出する事業者）に関する規定を一層明確化し
た。すなわち，多量排出事業者は，産業廃棄物減量，処理に関して計画を
作成し都道府県知事に提出するとともに，計画の実施状況を都道府県知事
に報告，また，計画の情報公開も行うこととしている。
不法投棄対策も強化され，都道府県が不法投棄廃棄物の撤去を命じる措
置命令の対象に排出事業者も加えた。さらに，投棄現場の地主，ブローカー
などにも措置命令を行えるようになった。
④食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品循環資源再生
利用促進法）
農林水産大臣など主務大臣が食品関連事業者から排出される廃棄物の再
生利用や発生抑制，減量化の基本方針を策定し，必要があれば，主務大臣
が食品関連事業者に対し指導・助言を実施することが定められている。事
業者の再生利用等が著しく不十分な場合，廃棄物発生量が－定量以上の事
業者に対し勧告・公表・命令を行うとしている。
再生利用を実施するための措置として，食品廃棄物を肥料・飼料化する
事業者の登録制度を創設し，委託による再生利用の促進を行う。
さらに，食品関連事業者，肥料・飼料の利用者である農林漁業者が一体
となって再生利用を推進できるような基盤整備を図ろものとされている。
⑤建設工事資材再資源化法
建設工事から排出されるコンクリート，アスファルト，木材を「特定建
設資材」とし，これを排出・使用する解体工事，新築工事を「対象建設工
事」に指定し，建設工事の発注者・自主施行主に対して，分別解体などの
計画を都道府県に届け出るよう義務付けた。
元請業者は，発注者に対し分別解体計画などを書面で説明するとともに，
分別解体方法，解体工事費用を工事契約書面に記載する。再資源化の完了
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時には発注者に書面で報告し実施状況の記録を保存する。
解体業者は，都道府県に登録し，技術管理者を選任する。また，都道府
県は計画の変更命令，再資源化の実施に必要な助言・勧告・命令を行う。
また，命令違反，届け出・登録手続き不備などの場合，罰則が適用される。
⑥国等による環境物品等の調達の促進等に関する法律（グリーン購入法）
国，自治体などの公的機関が率先して環境負荷の低い製品を調達（グリー
ン購入）することを定めている。国の基本方針に即して，政府機関，自治
体などが調達方針を定め環境負荷の低い製品を購入し，調達実績を毎年度
公表するというものである。
以上，循環型社会関連六法が2000年度通常国会で成立をみたわけであ
る。また，2001年度から家電リサイクル法が本格実施されることは既に
述べたが(3)，容器包装リサイクル法を取り巻く状況が激変しつつあること
がうかがえよう。
2000年が，後世の人々に「循環型社会元年」として評価されるかどう
かは，これらの法律がその本来の狙いである，循環型社会を形成できるか
どうかにかかっているのであるが，これらに先行した容器包装リサイクル
法は完全実施をむかえて，既に述べたようないくつかの課題の露呈に見ら
れるように，ひとつの曲がり角にきている。本格実施以降，明確になって
きたこの容器包装リサイクル法の問題点の克服無くしては，循環型社会の
形成は難しいだろう。
5．おわりに
わが国の容器包装リサイクル法の完全施行にあたり，同法は曲がり角に
立っている。折しも，循環型社会の幕開けを飾るべく，循環型社会関連六
法も成立した。循環型社会の形成に向けて，今もっとも焦点となるのは，
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世界的潮流ともなっているが，一方で必ずしも明確でない拡大生産者責任
(EPR）の概念についての国民的論議であろう(ｲ)。循環型社会の形成には，
従来型システムを変更していくための調整コストが生じる。この調整コス
トの支払い・負担の問題についても深い洞察が要求される(5)。
いずれにせよ，もはや企業が生産・流通といった「動脈産業」のみを考
えていればよい時代は終わった。回収・再資源化・処理といった「静脈産
業」をも見据えた，物質循環に則した社会のあり方が問われているのであ
る。一方で，消費者の役割も重要'性を増す。低環境負荷の消費のあり方が
結果的に「賢い」消費となろう。また，コーディネーターとしての行政の
あり方も変わらざるを得ない。それぞれの主体が自らの役割を担いつつ，
環境パートナーシップのもとに，共通の目標である「循環型社会」を形成
していかねばならない。
《注》
（１）佐野・七田［2000］
（２）2000年11月２２日の『環境新聞』によれば，厚生省「容器包装リサイク
ルシステム検討会」（座長：永田勝也早稲田大学教授）は，現行の容器包装
リサイクルシステムが抱える問題点への対応策を示した「報告書素案」をま
とめたとのことである。検討会では，容器包装リサイクル法の本格施行が４
月にスタートしたばかりであるとして，法改正には踏み込まず，現行制度を
維持したままでの対応策を示すにとどまった。しかし，報告書で示した対応
策によっても問題点の解決が図られない場合，制度の再検討が余儀なくされ
るとして，将来的な法改正に含みを持たせているとのことである。報告書素
案では，事業者に対し再商品化能力の自主的拡大を求め，分別収集量の全量
を引き取れるようにしていくべきとしている。自治体に対しては精度の高い
分別収集計画の策定を促している。さらに，収集運搬費用を事業者に課すこ
とも含めた検討姿勢を示している。
（３）「家電リサイクル法」については，例えば，細田［1999a］参照。
（４）ＥＰＲの定義等は，佐野・七田［2000］に詳しい。
（５）システム移行のための調整コストの支払い・負担の問題は，細田［1999b］
で詳細に論じられている。
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